
様式（１）-①

都市再生整備計画

嵐山町
ら ん ざ ん ま ち

菅谷
す が や

地区

埼玉
さ い た ま

県　嵐山町
ら ん ざ ん ま ち

令和７年３月

事業名 確認
都市構造再編集中支援事業 ■

都市再生整備計画事業（社会資本整備総合交付金） □

都市再生整備計画事業（防災・安全交付金） □

まちなかウォーカブル推進事業 □



都市再生整備計画の目標及び計画期間 様式（１）-②

市町村名 地区名 面積 38.7 ha

令和 7 年度　～ 令和 11 年度 令和 7 年度　～ 令和 年度

目標

目標設定の根拠
都市全体の再編方針（都市機能の拡散防止のための公的不動産の活用の考え方を含む、当該都市全体の都市構造の再編を図るための方針）　※都市構造再編集中支援事業の場合に記載すること。それ以外の場合は本欄を削除すること。

まちづくりの経緯及び現況

課題

大目標：子育て世帯等に居住地として選ばれる市街地の創出
　目標①：子育て世帯等にとって魅力的な地域を実現する。
　目標②：多様な活動、交流が生まれるコミュニティの核となる地域を実現し、町全体から人が集まり主体的で持続可能なまちづくりを実践する。
　目標③：地域の防災力を高め、安全・安心で快適な居住空間を形成する。

・嵐山町は昭和３０年に現在の北部地域にあたる「七郷村」と現在の中部、南部地域にあたる「菅谷村」が合併してできた町であり、埼玉県のほぼ中央に位置し、東西約2.5km、南北約12.0km、総面積は2,992haと南北に長い特徴があります。
・令和３年６月に策定した第２次嵐山町都市計画マスタープランでは、南北に長い町の区域について、北部地域、中部地域及び、南部地域の３つの地域を設定し、地域別構想を策定しました。今回の計画区域は中部地域に属しています。
・中部地域は、本町の中央に位置し、東武東上線武蔵嵐山駅を中心に集約された市街地を形成しており、良質な居住環境の充実を図る地域としています。
・本町の人口は、平成１２年をピークに減少に転じ、中部地域においても人口が減少しており、空き家・空き店舗・空き地が散見され、地域の低密度化が進行しています。
・本町の市街化区域は工業系を除くと、計画区域を含む中部地域のみとなっております。
・町民の生活の利便性を確保し、持続可能とするために、唯一の住宅系市街化区域であるこの地域に都市機能を維持することが必要です。
・町内の多くの町有施設が老朽化し、今後一斉に更新時期を迎えようとしています。
・厳しい財政状況が続くことが想定されるなか、持続可能なまちとするために、複数の施設の統廃合や複合化を行い、将来を見据えた効率的な整備を進めていく必要があります。

・武蔵嵐山駅に近い地区においては、昭和４０年代に大規模開発が行われ、住宅団地が整備されました。
・昭和５７年から駅東土地区画整理事業（平成９年換地処分）、平成６年から平沢土地区画整理事業（令和４年換地処分）、平成１０年から東原土地区画整理事業（平成２９年換地処分）を行い、良好な居住地の形成をしてきました。
・昭和６２年から平成５年にかけて、郊外に産業団地（花見台）を造成、平成１６年には、関越自動車道嵐山・小川ICが開通し、自主財源の確保を図っています。
・現在も、産業団地拡張を進めており、雇用機会の確保、更なる財源の確保を図っています。
・駅西口から約３㎞に位置する嵐山渓谷バーベキュー場は、年間約９万人もの利用者があり、過去の民間のインターネットランキングにおいて全国１位を記録しました。
・令和元年には大規模なラベンダー農園を整備し、関東でも有数ののラベンダー園となり、観光資源の充実を図っています。
・近年では、駅周辺において、都市再生整備計画事業により、駅前広場、ロータリーの整備を実施、併せて駅西公園の整備等も行い、町の玄関口に相応しい良好で魅力的な空間の形成、環境整備と利便性の向上を図っています。
・さらなる地域の魅力向上のため、エリアリノベーション事業を立ち上げ、町民主導型のまちづくりの支援を行い、まちづくりへの機運が高まりつつあります。
・様々な事業や活動、取組みの相乗効果により、本町は人口戦略会議による直近の調査において、「消滅可能性自治体から脱却」することとなりました。

・「消滅可能性自治体から脱却」したとはいえ、子どもの数は依然として減少傾向にあります。
・まちの骨格が整いつつあるなかでも、人口は減少しており、特に若者や子育て世代の流出が目立ち、町の抱える様々な問題に共通する原因のひとつとなっています。
・上記の背景としては、子育て環境への不安・不満や、日常の生活満足度の低下が指摘されており、その解消が喫緊の課題となっています。
・空き家・空き店舗は年々増加し、路線バスや私鉄においても、運行本数や車両数の減少が実施されるなど、目に見える形での都市機能の低下が起こり始めています。
・本区域においても、その傾向が顕著であり、望ましい都市機能を有する中心市街地が更に空洞化し、日常生活に必要なサービス施設の維持が困難になる可能性があります。
・これを防ぐため、人口、特に将来人口に大きな影響を及ぼす子育て世帯等の居住の促進が重要な課題となっています。
・町ではこれまで、産業団地の拡張や町の玄関口である駅前広場の整備等、本町に人が流入する取組みを進めてきました。
・それらの効果を最大限に高めるため、「居住」に焦点をあて、特に子育て環境の整備を図り、都市機能を充実させることにより、子育て世帯を中心に生活満足度の向上に直結するまちづくりを実施していく必要があります。
・また、大規模な災害が頻発するなか、防災に対する関心や必要性がますます高まっています。
・子育て世帯等を含む全ての町民が安心して暮らすことができる地域を実現するため、防災機能の充実も重要な課題となっています。

都道府県名 埼玉県 嵐山町
らんざんまち

嵐山町
らんざんまち

菅谷地区
す が や ち く

計画期間 交付期間 11



将来ビジョン（中長期）

都市構造再編集中支援事業の計画　※都市構造再編集中支援事業の場合に記載すること。それ以外の場合は本欄を削除すること。
都市機能配置の考え方

都市再生整備計画の目標を達成するうえで必要な誘導施設の考え方　※誘導施設を整備する場合に記載すること。それ以外の場合は本欄を削除すること。

目標を定量化する指標

単　位 基準年度 目標年度

人/ha 令和２年度 令和１2年度

人 令和６年度 令和１１年度

人 令和６年度 令和１１年度

学校施設開放利用者数 学校施設開放の年間利用者数
統合整備する、小学校・中学校について、地域コミュニティの拠点
として、地域開放時の利便性や機能向上を図り、満足度を高める
ことで、地域住民の利用を見込む。

0人
（開放実績なし）

延べ12,500人（年間）

防災訓練参加数 地域防災訓練の参加者数
学校・地域交流イベントを通して、まちづくりへの機運を高め、本事
業で整備する防災備蓄倉庫・高性能型防災スピーカーを活用した
防災訓練を実施する。

60人 120人

指　　標 定　　義 目標と指標及び目標値の関連性 従前値 目標値

居住誘導区域の人口密度 居住誘導区域内の人口密度

統合整備する、町内唯一の公立小学校・中学校、学童について、地域コ
ミュニティの拠点として、また、地域防災の要として整備することで、居住
誘導のための大きな魅力となるよう計画する。これにより、子育て世帯の
増加を図り、人口密度の維持を目指す。

45.6人/ha 43.3人/ha

・本計画区域を含む居住誘導区域への居住を促進するため、通学路の整備や、防災力の向上を図り良好な居住環境を整備します。
・誘導施設として位置づけた小学校、中学校を今後も魅力的な施設とするよう再編し新築します。
・居住誘導区域を囲むように都市機能誘導区域を設定することで、日常生活に必要な関連店舗を維持・誘導することにより、生活利便性を維持し、居住地としての持続可能性を向上します。

・本町では、平沢土地区画整理事業により、商業施設の誘致を実施し、居住誘導区域の徒歩圏内かつ主要道路沿いのアクセスのよい位置に、大規模な生活関連施設の集積を実現しています。
・郊外地域では産業団地を整備し、雇用の創出と財源の確保を図っており、現在も拡張工事が進行しています。
・依然として少子高齢化、人口減少が続き、中心市街地においても、空き家、空き店舗が目立つなど活気がなくなってきている状況です。
・第６次総合振興計画の目標である「未来へつなぐ」ため、人口の維持、特に将来を担う子どもの人口の維持を目標とし、魅力ある小学校・中学校を誘導施設として位置づけることで、子育て世帯等の居住誘導を図ります。
・再編統合により整備される小学校・中学校は、町で唯一の公立学校となるため、計画区域のみならず、地域にとらわれない町民全員のコミュニティの場としての役割を考慮し整備します。
・防災性の面においては、避難場所としての機能を備えた災害に対する強靭性の高い校舎を整備します。

・令和３年６月に策定した第６次嵐山町総合振興計画では、望ましい町の将来像として「未来へつなぐ　ひと　しぜん　くらし　ともに学び育むまち　らんざん」を掲げ、各分野で「未来へつなぐ」ための取組みを進めています。
・第２次嵐山町都市計画マスタープランにおいては、計画区域を含む中部地域について、本町の中心に位置し、駅を中心に集約された市街地を形成しており、良質な居住環境の充実を図る地域と整理しています。
・今後も良質な居住地域を形成するためには、人口密度を維持し続け、都市機能を維持する必要があります。
・立地適正化計画では、まちづくりの方針を「子育て世代を中心に住み続けられるまちの実現」と定め、子育て世帯等を中心に居住地を選択する上で重要な要素となる「教育施設」や「生活関連店舗」等を維持・誘導するための都市機能誘導区域を設定しており、本計
画区域はその一部となっています。
・中長期的には、本計画の事業や関連事業により、子育て世帯等を中心に生活満足度の向上を図ることで「このまちに住みたい、住んで良かった」とされる地域の実現を目指します。



都市再生整備計画の整備方針等 様式（１）-③

計画区域の整備方針

その他

目標③：地域の防災力を高め、安全・安心で快適な居住空間を形成する。 【基幹事業】　(既存建造物活用事業-地域防災施設）防災備蓄倉庫設置事業
【提案事業】　学校・地域交流イベント実施事業

方針に合致する主要な事業
目標①：子育て世帯等にとって魅力的な地域を実現する。 【基幹事業】　(誘導施設）統合小学校建設事業

【基幹事業】　(誘導施設）統合中学校建設事業
【基幹事業】　(既存建造物活用事業-誘導施設）統合中学校改修事業
【基幹事業】　(既存建造物活用事業-誘導施設）学童保育統合設置事業
【基幹事業】　(道路)町道2-21号歩道整備事業

目標②：多様な活動、交流が生まれるコミュニティの核となる地域を実現し、町全体から人が集まり主体的で持続可能なまちづくりを実践する。 【基幹事業】　(誘導施設）統合小学校建設事業
【基幹事業】　(誘導施設）統合中学校建設事業
【提案事業】　学校・地域交流イベント実施事業
【提案事業】　跡地活用等ワークショップ実施事業



目標を達成するために必要な交付対象事業等に関する事項（都市構造再編集中支援事業） 様式（１）-④-１

（金額の単位は百万円）
基幹事業

（参考）全体 交付期間内 交付対象 費用便益比
開始年度 終了年度 開始年度 終了年度 事業費 事業費 うち官負担分 うち民負担分 事業費 Ｂ／Ｃ

道路 嵐山町 直 320ｍ R8 R10 R8 R10 75 75 75 75 -

公園

古都保存・緑地保全等事業

河川

下水道

駐車場有効利用システム

地域生活基盤施設

高質空間形成施設

高次都市施設 地域交流センター

観光交流センター

テレワーク拠点施設

賑わい・交流創出施設

子育て世代活動支援センター

複合交通センター

誘導施設 医療施設

教育文化施設 嵐山町 直 4200㎡ R7 R11 R7 R11 2,757 2,757 2,757 0 1,560 1.0以上

教育文化施設 嵐山町 直 4200㎡ R7 R11 R7 R11 2,552 2,552 2,552 0 2,162 1.0以上

子育て支援施設

元地の管理の適正化

基幹的誘導施設

既存建造物活用事業教育文化施設 嵐山町 直 1,200 R9 R11 R9 R11 116 116 116 0 108 1.0以上

社会福祉施設 嵐山町 直 600㎡ R7 R11 R7 R11 186 186 186 0 31 -

地域防災施設 嵐山町 直 600㎡ R9 R11 R9 R11 65 65 65 0 65 -

土地区画整理事業

市街地再開発事業

住宅街区整備事業

バリアフリー環境整備事業

優良建築物等整備事業

街なみ環境整備事業

住宅地区改良事業等

都心共同住宅供給事業

公営住宅等整備

都市再生住宅等整備

防災街区整備事業

復興促進事業

エリア価値向上整備事業

こどもまんなかまちづくり事業

合計 5,751 5,751 5,751 0 4,001 …A

提案事業

（参考）全体 交付期間内 交付対象

開始年度 終了年度 開始年度 終了年度 事業費 事業費 うち官負担分 うち民負担分 事業費

嵐山町 直 R8 R11 R8 R11 4 4 4 0 4

嵐山町 直 R7 R10 R7 R10 4 4 4 0 4

合計 8 8 8 0 8 …B

交付対象事業費 4,009 交付限度額 2,005 国費率 0.5

（参考）事業期間 交付期間内事業期間
細項目

住宅市街地総合整備事業

町道2-21号歩道整備事業

学童保育統合設置事業

防災備蓄倉庫設置事業

（参考）事業期間

統合中学校改修事業

統合小学校建設事業

統合中学校建設事業

交付期間内事業期間

細項目

学校・地域交流イベント実施事業 都市再生整備計画区域内

跡地活用ワークショップ実施事業 都市再生整備計画区域内

事業 事業箇所名 事業主体 直／間 規模

事業 事業箇所名 事業主体 直／間 規模

地域創造
支援事業

事業活用
調査

まちづくり活動推進
事業

「都市構造再編集中支援事業」を活用の場合、本様式を使用すること

都市再生整備計画全体の

B/Cを算出する場合、記入



居住誘導促進事業

（参考）全体 交付期間内 交付対象

開始年度 終了年度 開始年度 終了年度 事業費 事業費 うち官負担分 うち民負担分 事業費

居住誘導促進事業

合計 0 0 0 0 0 …C

合計(A+B+C) 4,009

（参考）都市構造再編集中支援関連事業

直轄 補助 地方単独 民間単独 開始年度 終了年度

合計 0

（参考）関連事業

直轄 補助 地方単独 民間 開始年度 終了年度
嵐山町・商工会 〇 R3 - 3

嵐山町 こども家庭庁 600㎡ 〇 R7 R11 155

嵐山町 文部科学省 4,200㎡ 〇 R8 R11 1,197

嵐山町 文部科学省 4,200㎡ 〇 R8 R11 390

嵐山町 文部科学省 1200㎡ ○ R8 R11 8

合計 1,753

（参考）事業期間 交付期間内事業期間

（いずれかに○） 事業期間

（いずれかに○） 事業期間

事業 事業箇所名 事業主体 所管省庁名 規模

事業 事業箇所名 事業主体 直／間

統合中学校改修事業 再編小・中学校敷地内

全体事業費

事業 事業箇所名 事業主体 所管省庁名 規模 全体事業費

嵐山町エリアリノベーション事業 武蔵嵐山駅周辺地域

学童保育統合設置事業 再編小・中学校敷地内

統合小学校建設事業 再編小・中学校敷地内

統合中学校建設事業 再編小・中学校敷地内



都市再生整備計画の区域 様式（１）-⑥

嵐山町菅谷地区（埼玉県嵐山町） 面積 38.7 ha 区域 嵐山町大字菅谷の一部、むさし台の一部

Ｎ

凡 例

都市再生整備計画区域

官公庁

国道

鉄道

ふれあい交流センター

県立史跡の博物館

国立女性教育会館

嵐山パトロールセンター



様式（１）-⑦-1

居住誘導区域の人口密度 (人/ha) 45.6人/ha (令和２年度) → 43.3人/ha (令和１2年度)

学校施設開放利用者数 (人)  0人（開放実績なし） (令和６年度) → 延べ12,500人（年間） (令和１１年度)

防災訓練参加数 (人) 60人 (令和６年度) → 120人 (令和１１年度)

0 () 0 () → 0 ()

0 () 0 () → 0 ()

目標

大目標：子育て世帯等に居住地として選ばれる市街地の創出
　目標①：子育て世帯等にとって魅力的な地域を実現する。
　目標②：多様な活動、交流が生まれるコミュニティの核となる地域を実現し、町
全体から人が集まり主体的で持続可能なまちづくりを実践する。
　目標③：地域の防災力を高め、安全・安心で快適な居住空間を形成する。

代表的
な指標

嵐山町菅谷地区（埼玉県嵐
　　　　　　　　　　　　ランザンマチ

山町）　整備方針概要図（都市構造再編集中支援事業）

Ｎ

500m0

■基幹事業（既存建造物活用事業

‐地域防災施設）

防災備蓄倉庫設置事業

■基幹事業（道路）

町道2-21号歩道整備事業

■基幹事業（既存建造物活用事業-

誘導施設）

学童保育統合設置事業
凡 例

都市再生整備計画区域

都市機能誘導区域

居住誘導区域

国道

鉄道

■基幹事業（既存建造物活用事業

‐誘導施設）

統合中学校改修事業

■基幹事業（誘導施設）

統合中学校建設事業

□提案事業：まちづくり活動推進事業

学校・地域交流イベント実施事業

□提案事業：まちづくり活動推進事業

跡地活用、ワークショップ実施事業

○関連事業

嵐山町エリアリノベーション事業

○関連事業

学童保育統合設置事業

○関連事業

統合小学校建設事業

○関連事業

統合中学校建設事業

○関連事業

統合中学校改修事業
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